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愛知県内の企業における 

2019 年夏季一時金要求・妥結状況調査結果について 

 

☆ 平 均 妥 結 額：８８０，９３６円  【前年比】 ３３，８３０円減 ３．７％減 

☆ 平均妥結月数：  ２．７８か月  【前年比】 ０．１１か月減  

（県内 340 社が回答:平均年齢 38.2 歳 基準内賃金 317,275 円） 

○ 2019 年の夏季一時金の平均妥結額は 880,936 円、平均妥結月数は 2.78 か

月で、前年より額で 33,830 円、月数で 0.11 か月の減となりました。（グラ

フ・表３参照） 

○ 回答企業の約７割を占める製造業の平均妥結額は 921,174 円で、前年比

35,518 円の減（前年比 3.7％減）となり、平均妥結月数は 2.89 か月で、前

年比 0.12 か月の減となりました。（表１・２参照） 
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＜グラフ＞      愛知県内の企業における夏季一時金妥結状況の推移 
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１ 調査方法の概要 

（１）調査対象 

   県内の民間企業のうち、労働組合のある企業 430 社を対象に調査し、回答を得られた

340社を集計した。 

 

（２）集計企業内訳表（産業別・企業規模別） 

（産業別）                    （企業規模別） 

集　計
企業数
（社）

割　合
（％）

規 模 別
集　計
企業数
（社）

割　合
（％）

340 100 調 査 計 340 100

239 70.3 299人以下 135 39.7

101 29.7
300～
999人

73 21.5

建設業 9 2.6
1,000人
以上

132 38.8

電気・ガス・
熱供給・水道業

4 1.2

情報通信業 4 1.2

運輸業、郵便業 29 8.5

卸売業、小売業 24 7.1

金融業、保険業、
不動産業、物品賃貸業

8 2.4

学術研究、専門･技術
サービス業

1 0.3

宿泊業、
飲食サービス業

7 2.1

教育、学習支援業、
医療、福祉

8 2.4

複合サービス事業、
サービス業

7 2.1

産　業　別

調　査　計

製 造 業

非 製 造 業

 

※集計割合（％）は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、計欄と一致しない場合がある。 

 

（３）調査項目 

   平均年齢、平均勤続年数、現行ベース（基準内賃金）、要求額、要求月数、妥結額、 

妥結月数 

 

（４） 調査方法 

電子メール、ファックス、郵送及び職員（※）の聞き取りによる。 

※ 労働福祉課、東三河総局企画調整部産業労働課、東三河総局新城設楽振興事務所山

村振興課、各県民事務所産業労働課及び各県民センター産業労働課の職員。 
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２ 調査結果の概要 

集計した 340社の夏季一時金の平均要求額は、929,706円で、前年の 929,779 円と比べる

と、73 円の減（前年比 0.01％減）となった。平均妥結額は、880,936 円で前年の 914,766

円と比べると、33,830円の減（前年比 3.7％減）となった。 

平均要求月数は 2.93か月で、前年の 2.94か月と比べ 0.01か月の減となった。平均妥結

月数は、2.78か月で、前年の 2.89か月と比べ 0.11 か月の減となった。（表１～３参照） 

○ 産業別にみると、製造業の平均妥結額は、921,174 円で、前年の 956,692 円と比べると、

35,518 円の減（前年比 3.7％減）となった。非製造業の平均妥結額は、686,014 円で、前

年の 693,053円と比べると、7,039 円の減（前年比 1.0％減）となった。（表１参照） 

○ 集計企業数の約７割を占める製造業の業種別の平均妥結額をみると、「輸送用機械器具」

の 980,948 円（前年比 41,379円減、4.0％の減）が最も高かった。（表２参照） 

○ 企業規模別にみると、平均要求額については、「300～999 人」の企業規模で前年を下回

ったものの、「299 人以下」と「1,000 人以上」の企業規模で前年を上回った。平均妥結

額については、「300～999 人」と「1,000 人以上」の企業規模で前年を下回る中、「299

人以下」の企業規模では前年を 7.5％上回った。 

平均要求額、平均妥結額のいずれも企業規模が大きくなるほど高くなっているが、前年

の平均妥結額との差をみると、「1,000人以上」は 35,996円の減となり、「299 人以下」は

35,884円の増となったため、企業規模別格差は縮小している。（表１参照） 

＜表１＞ 産業別・企業規模別夏季一時金要求・妥結状況（加重平均） 

2019年 2018年 2019年 2018年

(円) (円) (円) (円)

340 929,706 929,779 △ 73 △ 0.01 880,936 914,766 △ 33,830 △ 3.7

製造業 239 970,956 966,135 4,821 0.5 921,174 956,692 △ 35,518 △ 3.7

非製造業 101 729,880 737,528 △ 7,648 △ 1.0 686,014 693,053 △ 7,039 △ 1.0

299人以
下

135 585,390 551,130 34,260 6.2 513,095 477,211 35,884 7.5

300～999
人

73 658,843 669,175 △ 10,332 △ 1.5 596,834 608,348 △ 11,514 △ 1.9

1,000人
以上

132 959,133 958,277 856 0.1 912,027 948,023 △ 35,996 △ 3.8

平　均　妥　結　額

対前年
伸び率
(％)

対前年
伸び率
(％)

産
業
別

前年と
の差

（円）

調査計

企
業
規
模
別

区　　分

集計
企業
数

(社)

前年と
の差

（円）

平　均　要　求　額

 ※集計企業数は 2019年の集計企業数 



<表２> 県内の企業における2019年夏季一時金要求・妥結状況（加重平均）
(加重平均）

企 平均 平均

業 勤続 Ⅹ現行ベース ① ② ③ ① ② ③ 対前年 ①平均 ②平均

数 年齢 年数 （基準内賃金） 最高額 最低額 平均額 最高額 最低額 平均額 伸び率 要求額 妥結額

（社） （歳） （年） （円） （円） （円） （円） （円） （円） （円） （％） （円） （円）

 　全企業 340 38.2 15.9 317,275 1,713,000 0 929,706 2.93 1,638,000 0 880,936 2.78 △ 3.7 929,779 2.94 914,766 2.89

Ｄ　建設業 9 37.9 15.4 309,521 1,013,000 601,418 837,600 2.71 938,530 325,768 798,472 2.58 8.7 812,817 2.68 734,729 2.42

Ｅ　製造業 239 38.2 16.1 319,050 1,638,000 0 970,956 3.04 1,638,000 0 921,174 2.89 △ 3.7 966,135 3.04 956,692 3.01

09～10　食料品、飲料・たばこ・飼料 16 36.2 14.0 260,169 1,022,176 195,142 588,347 2.26 1,022,176 0 531,397 2.04 △ 10.2 629,560 2.42 592,040 2.28

11　　  繊維工業 26 38.7 13.4 279,054 790,662 0 687,672 2.46 790,662 0 622,891 2.23 △ 15.6 777,923 2.73 738,055 2.59

12～13　木材、家具・装備品 5 41.8 16.6 315,806 815,827 200,000 711,158 2.25 815,827 200,000 703,427 2.23 1.7 702,788 2.28 691,596 2.25

14　　　パルプ・紙・紙加工品 4 42.4 19.7 275,536 670,000 430,000 483,626 1.76 670,000 400,000 482,997 1.75 1.8 499,843 1.81 474,400 1.72

15　　　印刷・同関連 2 44.3 16.0 287,443 x x 444,193 1.55 x x 400,454 1.39 △ 0.1 437,185 1.52 401,020 1.40

16　　　化学工業 19 37.8 16.3 298,454 1,638,000 490,317 831,909 2.79 1,638,000 490,317 813,125 2.72 1.6 834,521 2.80 800,662 2.69

18　　　プラスチック製品 6 36.6 12.7 258,257 1,106,245 320,583 639,759 2.48 1,082,196 298,684 611,595 2.37 1.7 625,536 2.33 601,344 2.24

19～20　ゴム、皮革製品 7 39.8 16.4 297,399 867,350 494,000 795,259 2.67 813,000 247,000 766,247 2.58 △ 4.3 813,970 2.74 800,453 2.70

-

21　　　窯業・土石製品 19 37.3 13.9 297,056 1,142,420 230,508 925,709 3.12 1,100,000 230,508 904,599 3.05 △ 0.6 937,731 3.20 909,616 3.11

4

22　　　鉄鋼業 15 37.3 17.0 300,542 880,000 330,750 748,914 2.49 880,000 275,625 745,092 2.48 △ 0.4 755,891 2.50 747,773 2.47

-

23　　　非鉄金属 8 38.3 15.1 294,002 822,120 270,000 664,241 2.26 822,000 250,000 648,383 2.21 △ 5.5 697,984 2.39 685,823 2.35

24　　　金属製品 17 38.5 15.3 280,021 826,132 0 695,431 2.48 811,378 0 665,236 2.38 5.5 655,351 2.38 630,365 2.29

25～27　機械器具製造業 32 38.3 14.7 304,757 1,159,200 195,000 870,720 2.86 1,151,376 176,000 834,987 2.74 △ 2.3 888,202 2.92 854,470 2.81

28　　　電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路 1 x x x x x x x x x x x x x x x x

29　　　電気機械器具 8 39.5 15.8 309,079 926,000 320,300 843,123 2.73 896,000 320,300 801,296 2.59 1.1 831,120 2.76 792,922 2.63

30　　　情報通信機械器具 1 x x x x x x x x x x x x x x x x

3１　　　輸送用機械器具 52 38.2 16.4 328,218 1,335,000 362,414 1,039,152 3.17 1,170,000 236,662 980,948 2.99 △ 4.0 1,025,021 3.14 1,022,327 3.13

32　　　その他製造業 1 x x x x x x x x x x x x x x x x

F　電気・ガス・熱供給・水道業 4 38.3 18.4 375,304 1,188,560 530,958 831,516 2.22 843,000 530,958 808,538 2.15 7.3 781,344 2.07 753,453 1.99

G　情報通信業 4 40.5 16.8 359,746 1,713,000 827,415 1,048,844 2.92 1,177,878 796,668 968,416 2.69 △ 1.3 1,043,321 2.86 980,798 2.69

H 運輸業，郵便業 29 41.1 15.9 271,419 997,580 132,181 735,358 2.71 981,490 132,181 654,512 2.41 △ 1.3 727,626 2.66 663,045 2.42

 42　　鉄道業 3 37.8 19.3 312,073 997,580 618,170 899,527 2.88 981,490 407,992 831,469 2.66 0.3 897,428 2.88 829,336 2.66

 43　　道路旅客 9 52.1 9.1 169,740 500,000 132,181 420,456 2.48 450,000 132,181 351,816 2.07 △ 3.7 428,871 2.49 365,168 2.12

 44    道路貨物 17 41.4 13.3 251,079 800,000 300,000 608,826 2.42 695,000 200,000 501,085 2.00 △ 1.3 566,012 2.21 507,470 1.99

I　卸売業，小売業 24 39.0 15.0 288,495 951,000 227,380 600,568 2.08 951,000 128,855 555,892 1.93 △ 15.6 699,988 2.45 658,767 2.31

J～K　金融業，保険業、不動産業，物品賃貸業 8 40.6 16.4 363,811 780,000 415,300 710,212 1.95 780,000 234,400 703,877 1.93 0.2 704,276 1.93 702,563 1.92

Ｌ　学術研究、専門･技術サービス業 1 x x x x x x x x x x x x - - - -

Ｍ　宿泊業，飲食サービス業 7 36.5 10.3 273,362 697,174 298,125 532,012 1.95 677,808 258,375 528,575 1.93 6.1 561,301 2.18 498,356 1.93

O～P　教育，学習支援業、医療，福祉 8 35.2 10.0 340,879 770,174 398,768 714,519 2.10 770,174 219,322 707,436 2.08 9.7 663,761 2.17 644,843 2.10

Q～R　複合サービス事業、サービス業 7 41.4 13.3 301,165 850,000 285,100 713,039 2.37 846,000 256,590 693,127 2.30 △ 1.0 708,038 2.37 700,277 2.35

（備考）加重平均とは労働組合員１人当たりの平均､基準内賃金とは所定内労働時間の労働に対して支払われる賃金

　　　　平均要求月数＝A③／Ⅹ、平均妥結月数＝B③／Ⅹ、対前年伸び率＝（B③－C②）／C②×１００

　　　　集計企業数が2以下の場合は、当該の個別情報を秘匿するために一部「×」で表示しています。　「-」は該当数字なし

愛知県労働局労働福祉課

区　　　分
A　　　　要　　　　求　　　　額 B　　　　妥　　　　結　　　　額

Ｃ　　　前年の最終結果（329社分）

平均
要求
月数

平均
妥結
月数

平均
要求
月数

平均
妥結
月数産　業　別



＜表３＞

（加重平均）

前年との差 前年との差 前年との差 前年との差

（円） （円） （月） （月） （円） （円） （月） （月） （％）

2009 775,348 △ 157,978 △ 16.9 2.49 △ 0.55 712,062 △ 203,928 △ 22.3 2.29 △ 0.69 91.8

2010 745,324 △ 30,024 △ 3.9 2.44 △ 0.05 716,605 4,543 0.6 2.34 0.05 96.1

2011 767,189 21,865 2.9 2.50 0.06 739,092 22,487 3.1 2.41 0.07 96.3

- 5 - 2012 758,272 △ 8,917 △ 1.2 2.46 △ 0.04 732,951 △ 6,141 △0.8 2.37 △ 0.04 96.7

2013 796,063 37,791 5.0 2.59 0.13 774,659 41,708 5.7 2.52 0.15 97.3

2014 908,783 112,720 14.2 2.91 0.32 890,361 115,702 14.9 2.85 0.33 98.0

2015 914,788 6,005 0.7 2.92 0.01 897,421 7,060 0.8 2.86 0.01 98.1

2016 947,973 33,185 3.6 3.01 0.09 928,330 30,909 3.4 2.95 0.09 97.9

2017 883,079 △ 64,894 △ 6.8 2.80 △ 0.21 868,076 △ 60,254 △ 6.5 2.75 △ 0.20 98.3

2018 929,779 46,700 5.3 2.94 0.14 914,766 46,690 5.4 2.89 0.14 98.4

2019 929,706 △ 73 △ 0.01 2.93 △ 0.01 880,936 △ 33,830 △ 3.7 2.78 △ 0.11 94.8

（備考）加重平均とは労働組合員１人あたりの平均
　　　　 ※　獲得率＝平均妥結額／平均要求額×１００
　

平均妥結月数
年別

平均要求月数 ※
獲得率

平 均 要 求 額 平 均 妥 結 額

対前年
伸び率
（％）

対前年
伸び率
（％）

（愛知県労働局労働福祉課）

愛知県内の企業における夏季一時金要求・妥結状況の推移


